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研究要旨 

患者調査は厚生労働省主幹の各種会議における検討資料として広く活用されている

データである。一方、レセプト情報等データベース（NDB）は悉皆性の高い診療報

酬請求データとして、その有効な利活用が期待されている。当研究では、現在の患

者調査の各項目のうち、「NDB データをそのまま利用可能」と判断された、ごく基

本的な項目から成る 5つの統計表について、NDB データを用いて再現を試みた。そ

の結果、患者数については、入院、外来いずれも、概して患者調査の結果のほうが

NDB データから求めた集計値よりも高い数値を示す傾向にあることが明らかとな

った。一方で、在院日数については、「同一の疾病または負傷により、当該保険医療

機関又は当該保険医療機関と特別の関係にある保険医療機関に入院した場合には、

急性増悪その他やむを得ない場合を除き、最初の保険医療機関に入院した日から起

算して計算する」という診療報酬請求のルールを反映してか、患者調査の結果と比

較して、医科レセプトにおいてかなり長い在院日数となる傾向が明らかになった。

患者調査の結果は層化無作為抽出法により選出した医療機関からの調査票情報を比
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推定によって得たものであることから、悉皆性の高い NDB データの集計結果がそ

こから乖離していたときに、これを NDB データ集計の過誤と捉えるべきなのか、

あるいは調査票情報の推定そのものに限界があると捉えるべきなのか、判断が難し

い。患者調査自体が、長い歴史を経て調査手法を練り上げて現在に至っている調査

であることを踏まえると、患者調査の結果と NDB データの集計値とで、無理に片

方の数値をもう片方の数値に寄せようとするのではなく、両者の集計結果を併記す

るなどして両者の数値の相違に対する「慣れ」を利用者間に醸成し、そのうえで徐々

に、NDB による代替を検討するべきではないかと思われた。 

A. 研究目的  

本研究では、NDB データから患者調

査を再現することができるか否か、とい

う研究目的のもとで、平成 29（2017）

年度より研究を継続して行っている。患

者調査は昭和 23 年に実施された「施設

面から見た医療調査」を前身とし、現在

では医療計画の策定のみならず、中央社

会保険医療協議会や社会保障審議会医療

部会など、厚生労働省主幹の各種会議に

おける検討資料や白書等の資料として広

く活用されているデータである 1。ま

た、レセプト情報等データベース

（NDB）は、国民皆保険制度下の日本に

おいて、公費優先事例等を除くほぼすべ

ての診療報酬請求情報ならびに特定健

診・特定保健指導情報を含むデータであ

り 2、その更なる利活用が期待されてい

るデータベースである 3。仮に一定程度

でも NDB データの患者調査への活用が

可能であることが確認されれば、現行患

者調査の一部代替や、3年ごとに行われ

ている患者調査の高頻度化等に道を開く

ことが出来る点で、当事業は意義を有す

るものである。一方で、患者調査におけ

る調査項目とレセプトデータにおける各

項目とでは、共通するものもあれば全く

異なるものがあるとともに、傷病名付与

の仕組み、データの主旨やデータ登録者

の素養なども異なっていることから、今

後の研究推進においては両データの成り

立ちについて理解を深めておくことが必

要である。とはいえ、これだけの歴史を

有し、かつ保健医療行政に大きな役割を

果たしている患者調査について、調査項

目の特徴等について、網羅的に情報が収

められている成書は存在していないのが

現状である。 

本研究はこうした背景に基づき、現在

の患者調査の各項目について NDB での

代替が可能かどうかについて評価を行う

ことを目的とするものである。平成 29

（2017）年度は、患者調査で集計されて

いる各項目について、項目の定義に照ら

して、 

 

NDB の項目からそのまま分析可能 

NDB のコード分類等処理を行うこと

で分析可能 

NDB のコード分類等処理を行うこと
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で、一部分析可能 

NDB に該当情報が含まれない 

 

の 4 パターンに分類し、それらの項目の

掛け合わせで作成される患者調査の各集

計表がどの程度再現可能なのかについ

て、整理した。 

まず、「患者住所地に関する各項目」

「外傷原因」などの項目は、NDB に、

これら情報を間接的にでも類推すること

が可能な情報が全く含まれていないこと

から、集計することが全く不可能であ

り、カテゴリーとしては「NDBに該当

情報が含まれない」に整理される。その

他、「退院後の行き先」「外傷推計患者

数」なども、診療報酬請求で算定され得

る各種項目から類推することは、極めて

難しい。 

こうして公表されている合計 330 の集

計表 4を整理したところ、「NDBの項目

からそのまま分析可能」な項目だけで集

計できる表はひとつもないことが明らか

にされた。次に、「NDBのコード分類等

処理を行うことで分析可能」と期待され

る表は合計 7、かなり複雑な処理で一定

程度のみ達成可能と思われる表は合計

208 であった。集計不可能な表は合計

115 であった。たとえば、患者居住地情

報を集計項目に含む場合は無条件で不可

能である。 

結果として 「NDB の項目からそのま

ま分析可能」、「NDBのコード分類等処

理を行うことで分析可能」といった項目

のみで構成される患者調査の集計表は

「上巻第 1 表 推計患者数の年位推移、

入院－外来の種別×施設の種類別」、「上

巻第 2－4 表 推計患者数の年次推移、

入院－外来の性・年齢計級別」など、極

めて限られることが見込まれた。 

しかし、これらはあくまでも「一般的

な定義に照らして NDBから再現可能」

な項目である、という留保が付く。その

定義とはあくまでも NDB の各項目に対

する、診療報酬請求のルール等を差し置

いた常識的な解釈に基づいたものである

（例：入院期間を評価する際に、NDB

の「入院年月日」情報をそのまま入院開

始日として用いる、など）。こうした

「一般的な解釈」をそのまま NDB の分

析において適用することが患者調査の集

計値を導く際に必ずしも有効であるとは

限らない。たとえば、医科レセプトにお

ける入院期間の評価においては「同一の

疾病または負傷により、当該保険医療機

関又は当該保険医療機関と特別の関係に

ある保険医療機関に入院した場合には、

急性増悪その他やむを得ない場合を除

き、最初の保険医療機関に入院した日か

ら起算して計算する。」（「医科点数表の

解釈 第 2 部 入院料等、通則」より）

というルールがある。このため、一定期

間退院していた患者の場合でも、同一疾

患で同一の医療機関に再入院する場合

は、常に最初に入院した日が入院日とし

て記録され続けてしまい、「入院年月

日」情報をそのまま分析に用いると、実

際の入院期間よりも長く測定されてしま

う可能性がある。 

このように、患者調査の集計項目のう

ち、「NDB の項目からそのまま分析可
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能」と定義上見なしうるものであって

も、NDB に格納されている情報は診療

報酬請求情報であることから、診療報酬

請求のルールに則っており、項目によっ

てはこのルールに影響され、集計値の歪

みが生じる可能性がある。 

NDB を用いて患者調査の集計値を導

こうとすれば、こうしたルールを踏まえ

て集計ロジックを工夫する必要がある。

こうしたバリデーション処理を、本研究

では 

 

①：診療報酬算定ルールを踏まえた 

バリデーション処理 

 

として位置づけることとする。 

①のバリデーション処理以外にも、

「NDBのコード分類等処理を行うこと

で分析可能」と分類された項目について

は、基本的に分析者のデータ解釈を行う

必要が集計の際には発生する。たとえ

ば、患者調査では基本的に 1 患者につき

1 つの傷病名が割り当てられること（図

1～図 3）、一方でレセプト上の傷病名を

もとに集計を行うと、いわゆる「レセプ

ト病名」や「疑い病名」等の理由によっ

て患者調査の集計値より多く集計される

事例がある 5ことから、NDB を用いて特

定の傷病の患者数を導いた場合は、その

集計値が患者調査の数値とどの程度乖離

しているか、またどの程度補正が可能な

のかを評価する必要がある。こうしたバ

リデーション処理は診療報酬算定ルール

を踏まえたバリデーション処理とは異な

るものであり、本研究では 

 

②：分析者のデータ解釈を踏まえた 

バリデーション処理 

 

として位置づけることとする。 

加えて、患者調査では対象医療機関の

抽出後、二次医療圏あるいは都道府県別

に医療施設静態調査の患者数を補助変量

とする比推定を経て患者数が導き出され

ており、この抽出対象医療機関を追うこ

とはできない。このため、その作業自体

を NDBに当てはめて、全く同じロジッ

クで集計値を再現させることは不可能で

あり、こうした推計値と NDBを用いた

集計値とのずれを、本研究では 

 

③：患者調査の集計・推計方法による

患者数と、NDB による患者数と

のずれ 

 

として位置づけることとする。これらの

相互関係については、図 4、図 5 も参照

されたい。 

なお、NDB データは国民皆保険下の

日本において悉皆性の高いデータとされ

ているが、NDB には生活保護事例等公

費単独事例や、紙レセプトで処理されて

いる事例についてはデータとして格納さ

れておらず、これらの事例についてはむ

しろ患者調査のほうが数値を拾えている

可能性がある。こうした乖離は根絶させ

ることはほぼ不可能であるため、分析に

際しては、こうした乖離の存在を意識し

ながら進めていくこととする。 
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B. 研究方法 

B1：NDBを用いた再現調査 

調査開始時からみて最も新しい平成 26

年度の患者調査と比較することを目的と

して、平成 26年度診療分の NDB デー

タを有識者会議での審査を経て入手し

た。その際、レセプトの各種コードを

「すべて提供する」ことを原則として認

めていない有識者会議での審査基準を踏

まえ、集計結果に大きな影響が及ばない

範囲内で患者の特定可能性を下げること

を目的として、医科入院、医科入院外、

DPC、調剤、歯科それぞれのレセプトで

年間の出現頻度が 1,000件未満となる傷

病名コード、診療行為コードを含まな

い、という条件のもと、NDB データ入

手の承諾を得た。 

これらのデータに対し、以下の端末を

用意して、解析に臨んだ。 

 

サーバ：Windows Server 2012 R2 

内臓 HDD：2TB/1TB 計 3TB 

外付けHDD：16TB 

メモリ：160GB 

ソフト：PostgreSQL 

 

途中、データのトラブルがあり再格納

作業等が発生したが、PostgreSQL の設

定変更や共有メモリバッファのために使

用するメモリ量の増強（40GB）、index

の作成順序の変更（データ取り込み後に

実施）などのチューニング変更を行った

結果、最終的にデータ取り込みに要した

時間は、1 か月分の医科レセプト共通レ

コード（識別情報 RE）、およそ 8,500 万

レコード程度の格納で、約 2 時間 30分

程度となった。 

なお、試行錯誤を経てデータ取り込み

に要する時間を削減することができたと

はいえ、NDBデータを利用するにあた

り、NDB データ全てを展開してから作

業を行うのにはかなりの時間を要すると

見込まれたことから、患者調査の調査時

期に近い平成 26（2014）年の 9月、10

月、11月診療分の医科、DPCデータの

うち、医療機関情報レコード（識別情報

IR）、レセプト共通レコード（識別情報

RE）、傷病名レコード（識別情報 SY）、

診断群分類レコード（識別情報 BU）、診

療行為レコード（識別情報 SI）、コーデ

ィングデータレコード（識別情報 CD）

をまず取り込んで、その 3 カ月分のデー

タをもとに作業を行うこととした。これ

らの作業は外部委託を行って処理を進め

たものの、作業頻度を当初は週に 1～2

日程度しか確保できなかったことから、

チューニングの試行錯誤の期間も含め

て、最終的に 3か月分の NDBデータの

取り込みに要した期間は 2 か月に達し

た。また、取り込んだ際のデータ容量は

およそ 700GB に達した。 

 

B2：個別傷病分析、バリデーション等 

患者数や病診の区別といった NDB デ

ータによる基本的な集計をとは別に、個

別の傷病事例に対する NDB データを用

いた集計の可能性を評価する目的で、い

くつかの事例について、今回入手した

NDB データに限らず幅広く個別調査を

行った。具体的には、医薬品中毒事例、
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胃瘻実施件数、急性心筋梗塞事例、加齢

黄斑変性ならびに網膜動脈閉塞症につい

ての検討を行った。 

また、これらの集計の精度を高めるた

めの NDB データの処理に当たって、行

うべき具体的な工夫についての検討もあ

わせて行った。 

 

（倫理面への配慮） 

NDB データの提供依頼申出を行う際

には、「レセプト情報・特定健診等情報

の提供に関するガイドライン」を遵守し

た。またデータ提供を受けるに際しては

所属機関における倫理審査での承認が必

要であるため、京都大学医の倫理委員会

にて申請を行い、承認を得た（R1333）。 

 

C. 研究結果 

C1：NDBを用いた再現結果 

本研究では、平成 26年に実施された

患者調査のうち以下の各表について、可

能な項目について同年診療分の NDB デ

ータで数値を求めたうえで、患者調査の

集計値との比較を行った。各表において

確認を行った集計項目も、併せて以下に

記載する。 

 

（1）上巻第 1表 推計患者数の年次

推移、入院－外来の種別×施設の種類

別 

：推計患者数の算出について 

：推計患者数の、病院か一般診療所

かの区別 

：入院患者か外来患者かの区別 

：新入院か繰り越し入院かの区別 

：初診か再来かの区別、往診の区別 

（2）上巻第 2－4 表 推計患者数の年

次推移、入院－外来の性・年齢階級別

（平成 11 年～平成 26年） 

：性・年齢階級別で得られた値の評

価 

（3）上巻第 4－4 表 受療率（人口

10 万対）の年次推移、入院－外来×

性・年齢階級別（平成 11 年～平成 26

年） 

：性・年齢階級別で得られた値の評

価 

（4）上巻第 7－3 表 退院患者平均在

院日数の年次推移、年齢階級別（平成

11 年～平成 26 年） 

：入院患者における在院日数の評価 

（5）上巻第 11 表 推計患者数、入院

－外来×性・年齢階級×病院－一般診

療所別 

 

以下に、各表における患者調査の集計

値と NDB の集計結果の比較について述

べていく。また、いずれの事例において

も患者数は、NDB の「ID1」すなわち保

険者番号、被保険者証等記号・番号に基

づいた ID を用いて集計を行った。 

 

【（1）：上巻第 1 表の再現】 

（Ⅰ：推計患者数の算出について） 

平成 26年度の患者調査では、割り当

て医療機関ごとに、病院では「10 月 21

日（火曜日）、22 日（水曜日）、23 日

（木曜日）」、診療所では「10 月 21 日

（火曜日）、22 日（水曜日）、24 日（金

曜日）」が調査対象日となっているの
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で、まずⅠのアルゴリズムを適用し、

「病院」からのレセプトなのか、「一般

診療所」からのレセプトなのかを区別し

た。そのうえで、日付ごとに患者数を算

出し、それを合計して 3で割ることで、

推計患者数を算出することとした。曜日

間の格差については、一般診療所の外来

再診の件数を例にとると、最も多いのが

金曜日で次に火曜日、そして水曜日が最

も少なくなっていた。 

 

21 日（火）再診：4,185,411 件 

22 日（水）再診：3,864,696 件 

24 日（金）再診：4,874,586 件 

 

（Ⅱ：推計患者数の、病院か一般診療所

かの区別） 

NDB データ自体には、医療機関コー

ドそのものは含まれていないものの、一

意に特定できるランダムな番号が医療機

関コードの代わりに割り振られている。

一方で、病院と一般診療所とを区別する

フラグは含まれていない。そこで、以下

のアルゴリズムを適用して、そのレセプ

トが「病院」からのレセプトなのか、

「一般診療所」からのレセプトなのかを

区別することとした。 

 

①：1 例も入院事例が発生していない

医療機関の ID を「医療機関レコー

ド」（識別情報 IR）の医療機関コード

から抽出する 

②：入院事例が発生している医療機関

のうち、「診療行為レコード」（識別情

報 SI）で「A108 有床診療所入院基本

料」、「A109 有床診療所療養病床入院

基本料」のコードが発生している医療

機関の ID を抽出する 

③：①あるいは②に該当する医療機関

を「一般診療所」、その他の医療機関

を「病院」とみなし、両者の ID を区

分する 

④：②のコードは別表 1を参照（83 コ

ードあり） 

 

こうすることにより、NDB データか

ら導いた医療機関数は、総数で 80,074

施設、そのうち病院が 8,121 施設、診療

所が 71,953 施設となった。この数値で

あるが、平成 26（2014）年の医療施設

動態調査 6、あるいは医療経済研究機構

のウェブサイトにて公開されている全国

保険医療機関一覧 7と比較して、いずれ

も少ない値となっていた（別表 2）。その

原因はいくつか考えられるが、医療施設

動態調査については、たとえば保険医療

機関でない医療機関を含んでいることで

数が多く出ていることが想定される。ま

た、医療経済研究機構の全国保険医療機

関一覧との比較においては、特に診療所

の数に開きがあることから、診療所の統

廃合が影響している可能性が考えられ

る。 

 

（Ⅲ：入院患者か外来患者かの区別） 

医科レセプトの場合は、以下のアルゴ

リズムを適用して入院患者か外来患者か

を区別することとした。 

 

①：レセプト共通レコード（識別情報
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RE）の「レセプト種別」において、4

ケタのコードの数字の末尾が奇数とな

る事例を入院、偶数となる事例を外来

とする。 

②：いずれにおいても、該当日に診療

行為レコード（識別情報 SI）のコード

が存在するものを、その日の入院／外

来事例として取り扱った 

 

DPC レセプトは入院事例に限定され

るものの、該当日に確かに入院している

かどうかを確認するアルゴリズムとし

て、以下の 3 通りにおいて検討した。 

 

①：診断群分類レコード（識別情報

BU）の「今回入院年月日」と「今回

退院年月日」の間に、該当する日が含

まれているか否か。 

②：診療行為レコード（識別情報 SI）

のコードが該当する日に存在するか否

か 

③：診療行為レコード（識別情報 SI）

あるいはコーディングデータ情報（識

別情報 CD）のコードが該当する日に

存在するか否か 

 

その結果、③により得られた値が、病

院入院患者において患者調査の値に最も

近づいたため、その値を採用した（別表

3）。 

 

（Ⅳ：新入院か繰越入院かの区別） 

「新入院」か「繰越入院」かの区別

は、以下のアルゴリズムを適用して行う

こととした。 

 

①：該当する日（ここでは 10月 21日

を例とする）に入院歴がある事例を全

て抽出する 

②：これらのデータのうち、医科レセ

プトの場合、DPC レセプトの場合の

いずれも、レセプト共通レコード（識

別情報 RE）の「入院年月日」が 10 月

21 日である事例を「新入院」、それ以

外は「繰越入院」とみなす。 

③：「一連の入院」についての評価

は、今回は行わない。ただし導かれた

数値が患者調査集計値と大きく相違し

ていた場合は、別途再検討を行う。 

 

入院期間の計算については、保険医療

機関を退院後、同一傷病により当該保険

医療機関又は当該保険医療機関と特別の

関係にある保険医療機関に入院した場合

は、一部例外を除き、当該保険医療機関

の初回入院日を起算日として計算するこ

ととして定められている。このため、③

のアルゴリズムを加えた。最終的に、当

表においてはこのことを考慮には加えな

かったが、「上巻第 7－3表 退院患者平

均在院日数の年次推移」においては考慮

する必要があることが示されたので、こ

れは後述する。 

 

（Ⅴ：初診か再来かの区別、往診の区

別） 

「初診」か「再来」かの区別、「往

診」の区別については、以下のアルゴリ

ズムを適用して行うこととした。 
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①：「A000 初診料」を算定していれ

ば、「初診」とみなす。 

②：「A001 再診料」あるいは「A002 

外来診療料」を算定していれば、「再

来」とみなす。 

③：「C000 往診料」あるいは「C001 

在宅患者訪問診療料」を算定していれ

ば、「往診」とみなす。 

 

最終的に一部の数値（「一般診療所」

の「入院」「往診」）で NDB データの集

計値のほうが高い値になっているもの

の、総じて患者調査の値のほうが NDB

データの集計値よりも高い値となった

（別表 4）。なお、今回の NDBデータの

集計値においては歯科レセプトを含んで

いないが、患者調査における外来事例で

は歯科レセプトが含まれているため、と

くに他表では外来患者数において患者調

査の値がNDBデータの集計値よりもか

なり高い値をとるところがある。 

 

【（2）：上巻第 2－4表の再現】 

【（3）：上巻第 4－4表の再現】  

上巻第 1表の再現の過程で得られた

NDB データの入院、外来別推計患者数

を、性別、および年齢階級別で区分し、

数値を比較した。その結果、いずれの区

分においても患者調査のほうが NDB デ

ータから得た値よりも高い値をとること

となった（別表 5）。明らかな偏りは見ら

れなかった。対人口 10万人で求めた数

値においても、同様であった（別表 6）。

なお、上巻第 4－4 表の再現にあたり、

人口情報として、平成 26 年 10 月 1日現

在人口推計情報を使用している 8。 

 

【（4）：上巻第 7－3 表の再現】 

この表では、退院患者平均在院日数が

集計項目となっている。「退院患者平均

在院日数」の定義は、 

 

調査対象期間中（平成 26 年 9月 1 日

～30 日）に退院した患者の在院日数

の平均 

 

となっていることから、対象患者の抽

出およびそれら患者の在院日数の集計に

ついては、以下のアルゴリズムを適用し

て行うこととした。 

 

①：医科レセプトについては、9月の

入院レセプトで診療行為レコード（識

別情報 SI）がなくなった日を退院日と

し、レセプト共通レコード（識別情報

RE）の「入院年月日」との差を、在院

日数とした。 

※9 月 30 日まで SI レコードが記録さ

れている事例は、その日に退院したの

か、あるいは 10 月 1 日以降も入院し

ているのかが評価できないため、「同

じ ID1 において、10 月に入院レセプ

トが発生していない事例」に限定し

て、数値を導くこととした。 

②：DPC レセプトについては、診断

群分類レコード（識別情報 BU）の

「今回退院年月日」が 9月 1 日から 9

月 30 日までのレセプトを対象に、BU

レコードの「今回入院年月日」と「今

回退院年月日」との差を、在院日数と
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した。 

 

 最終的に得た結果は、DPC レセプト

においては比較的患者調査と近い値とな

った（別表 7）が、医科レセプトにおい

ては患者調査で得られた結果と比べて軒

並み長くなっていることが明らかとなっ

た。平成 26（2014）年 9 月の時点で、

NDB に記されている入院年月日が

10,000 日以上前となっている事例のう

ち、主傷病となっている傷病名コードの

上位 10例は、以下のとおりであった

（件数の下一桁は切り捨てている）。 

 

傷病名コード  件数 

8841702  470 

3439006  70 

0000999  50 

3459001  40 

8845414  20 

3459004  10 

8842618  10 

7373006  10 

8842549  10 

3269005  10 

 

 こうした値が得られた理由として、一

定期間退院していた患者の場合でも、同

一疾患で同一の医療機関に再入院する場

合は、常に最初に入院した日が入院日と

して記録され続けてしまう、という診療

報酬請求のルールが影響を及ぼしている

可能性があるのではないかと思われた。 

NDB の医科レセプトにおいて「在院

日数」が長期にわたっている事例を外れ

値として削除し、改めて「在院日数」を

集計したところ、「総数」の数値で最も

近くなったのは、在院日数が 500 日未満

となる事例のみで集計を行った場合であ

った（別表 7）。ただし、慢性疾患患者で

実際に長期の入院となっている事例が、

この処理によって強制的に削除されてし

まっている可能性否定することはできな

い。正確な集計を行うのであれば、可能

な限り長期間のレセプトを入手し、診療

行為レコードのうち入院診療関連の算定

コードが途切れる時期にまでさかのぼ

り、その時期を「『真の』入院開始日」

と定義しなおして再度集計することが必

要となる。 

 

【（5）：上巻第 11 表の再現】 

 この表では、入院レセプトと外来レセ

プトを性・年齢階級別に区分して集計を

行った。これまでに使用してきたアルゴ

リズムをそのまま使用し、集計結果を求

めることができた。別表 5、別表 6の年

齢階級別の集計結果を男女別に表現して

いるところが特徴であるこの表におい

て、いずれの年齢階級においても、「患

者調査/NDB 比」において、男女間で特

段の違いを確認することはできなかった

（別表 8）。 

 

C2：個別研究、バリデーション等 

患者数や病診の区別といった NDB デ

ータによる基本的な集計をとは別に、個

別の傷病事例に対する NDB データを用

いた集計の可能性を評価する目的で、い

くつかの事例について、今回入手した
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NDB データに限らず幅広く個別調査を

行った。具体的には、医薬品中毒事例、

胃瘻実施件数、急性心筋梗塞事例、加齢

黄斑変性ならびに網膜動脈閉塞症につい

ての検討を行った。 

また、これらの集計の精度を高めるた

めの NDB データの処理に当たって、行

うべき具体的な工夫についての検討もあ

わせて行った。 

医薬品中毒 (ICD-10: T36-T50) につ

いては、2014 年 9 月 1日から 9月 30 日

まで間に退院した全症例を調査している

ことを踏まえれば、季節変動がないとす

れば 1 年間の退院患者数は 25692 名とな

ることが想定された。 

一方、2012 年 10 月 1日から 2013 年

9 月 30 日の間に、医薬品中毒により入

院した患者数を集計したところ、年間入

院患者数は 21663 名であったが、両者に

ついて、 

 

生活保護受給者症例を含む(18%) 

期間内の再入院を含む(11%) 

 主傷病を 1 つに限る 

 

という処理を施した結果、患者数は

19812～29096 名と再推計された。NDB

の主傷病を 1 つに限ると患者数が 14%減

少するという想定の場合に、患者調査に

よる推計退院患者数 (25692 名) に最も

近づいた。 

 胃瘻事例の評価については、先行研究

等と NDB サンプリングデータセットに

よる分析を比較した結果、平成 26

（2014）年の診療報酬改定の影響を考慮

に入れれば、NDB の診療実績等に基づ

いた単純集計では過小評価に至る可能性

があることが示唆された。 

 急性心筋梗塞事例の評価については、

単純集計では、患者数等の基本的項目の

評価でみられた傾向と同様、NDB デー

タの集計値がやや数値が低い傾向が認め

られたが、一方で、患者調査事例におい

て「急性心筋梗塞」事例の大半が、入院

事例ではなく外来事例として取り扱われ

ているという課題も認められた。 

 加齢黄斑変性におよび網膜動脈閉塞症

の事例の評価においては、傷病名の選択

を工夫することで、事例抽出の感度、特

異度を引き上げられることが確認でき

た。 

 一方で、これらの集計結果を導く際に

は、さまざまな課題も浮かび上がってき

た。医療機関コードは、NDB データの

分析に当たって患者受け入れ機能を分類

する際などに有用な情報であり、現在の

NDB 利用においては、コード情報がそ

のまま提供されることはガイドライン上

認められていないものの、利用者が希望

する医療機関への特徴づけを行う際に、

既存の医療機関コードを用いてフラグ作

成をすることで対応することが可能とな

っている。しかし、医療施設調査に記録

されている整理番号と地方厚生局が公開

している医療機関番号が一致していない

ことが確認され、例えば病診区分のよう

な基本的な分析を医療機関コードを用い

て行うにしても、複雑かつ困難な処理を

伴わざるを得ないことが明らかになっ

た。 
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 非弁膜症性心房細動：（I48.x）および

心不全（I11.0、I50.0、I50.1、I50.9）を

有する患者における医療費の集計を対象

として事例の抽出を行うにあたり、入院

期間の評価については、最古の診療年月

で絞り込むと同月での転院による複数回

入院が含まれてしまい、当該マスターが

一意の患者とならず、最終データセット

を作成すると件数が倍増することが確認

された。 

 希少疾患を対象にして NDBデータ分

析を行う場合は、サンプリングデータセ

ット（入院症例の場合 10%抽出）を用い

て事例を抽出し割り戻したところ、海外

での既報の有病率に類似した結果が得ら

れることがわかり、希少疾患に対する

NDB サンプリングデータセットの利用

可能性を確認することができた。同様

に、病院の特性を反映する診療報酬請求

項目情報を適切に活用することで既報の

奔放の有病率に類似した結果を得ること

ができ、高血圧のような患者数の多い疾

患に対しても NDB サンプリングデータ

セットの利用可能性を確認することがで

きた。 

 一方で、こうした NDB データの利用

可能性については、傷病の種類を選ばず

にあてはめることが難しいことが示唆さ

れた。たとえば、疾患特異性の高い検査

が存在するかどうか、受診頻度が多いか

否か、傷病名の妥当性が高いか否か、と

いった 3つの基軸を導入することで、

NDB データを用いた患者数の推計の傾

向において、2×2×2 の 8 通りの「推計

の傾向」をとり得ることが示唆された。 

 

D. 考察 

今回 NDB データから患者調査の再現

を試みた項目は、いずれも非常に基本的

な項目に限定されているが、それでも、

患者調査の結果と NDBデータの集計値

との間には一定の相違が認められた。 

特に外来事例において患者調査の結果

が NDBデータの集計値より大きくなっ

ているのは、歯科診療所のレセプトが含

まれているか、いないかによるものであ

る。別表 1 の項目「患者調査（歯科除

く）／NDB」では、入院事例と外来事例

とで、初診事例を除いてそれほど大きな

比率の違いは認められなかった。こうし

た歯科診療所症例は、傷病別で患者数を

求める際には、歯科傷病を除いて集計結

果に表れることはないと想定されるた

め、今後、歯科レセプトも含めた比較を

行うことができれば、両者の差はそれほ

ど気にしなくてもよくなると思われる。 

一方で、今回、取り込んだデータにお

いて、例えば 0歳患者の外来症例におい

ては、男女いずれも患者調査のほうが、

NDB データ集計値と比較して 2倍以上

の値となっていた。今後、疾患別に患者

数の評価を行うことができれば、こうし

た格差を評価し解決することが可能にな

ると考えられる。 

「患者調査の結果」と、「NDBデータ

を集計した結果」とが完全に合致するこ

とは、まず不可能である。それというの

も、図 4でも示したように 

 

①：診療報酬算定ルールを踏まえた 
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バリデーション処理 

②：分析者のデータ解釈を踏まえた 

バリデーション処理 

③：患者調査の集計・推計方法による

患者数と、NDB による患者数と

のずれ 

 

の 3 つのバリデーション処理および比推

定のずれを、患者調査のあらゆる項目を

全て満たし、かつ一定のロジックを保ち

ながら処理しなければならないからであ

る。 

一方で、NDBの悉皆性から考える

と、社会医療診療行為別統計がそうであ

ったように、層化無作為抽出のうえで得

られた結果を推定する処理よりも、悉皆

性の高いデータからそのまま集計を行え

るのであれば、そのほうがデータの精度

として信頼度が高いのではないか、とい

う意見が出るのも頷ける話である。悉皆

性の高いNDBの集計値を無理に患者調

査の値に合わせようとすると、それは統

計としての統一性を維持する作業である

一方で、見方によっては不自然な処理を

ほどこして数値を整える作業としてとら

えられてしまう可能性も否定できない。

今後も NDB による代替可能性の評価を

継続するのであれば、患者調査の値と

NDB データを用いた集計値との相違を

無理に埋めることよりも、両者の集計結

果を併記するなどして、両者の数値の相

違に対する「慣れ」を利用者間に醸成

し、そのうえで徐々に、NDB による代

替を検討するべきではないかと思われ

た。 

 

E. 結論 

当研究では、患者調査における各種集

計項目のうち、複雑なバリデーション処

理なしにNDBから再現が可能と思われ

た各項目について NDBデータを用いた

集計を行い、患者調査の結果との比較を

行った。基本的な項目に絞った再現調査

であったが、患者調査と NDBデータの

集計値とでは差がみられたが、年齢階級

や性別、入院・外来の区別ごとに一定の

傾向を認めることができた。在院日数に

ついては、NDB 医科レセプトにおいて

患者調査よりも大きな値が出る傾向がみ

られた。「入院開始日」の情報の扱いが

難しく、精度の高い集計を行うために

は、「入院開始日」の情報のみならず、

入院日の途切れを診療行為レコードから

評価する必要があることが確認できた。 
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（図 1：患者調査の集計方法） 

 

 
（図 2：患者調査の調査票） 
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（図 3：患者調査の調査票） 

 

 
（図 4：患者調査各項目に対する NDBデータ集計時の処理のイメージ） 
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（図 5：患者調査、NDB データ、一般的解釈にずれが発生するイメージ）  
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（別表 1：有床診療所における入院基本料の診療行為コード（A008～A009）） 
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（別表２：NDB 及び各種統計での医療機関数の違い） 

 
NDBデータから 

導いた医療機関数 
（平成 26年度診療分） 

平成 26（2014）年 

医療施設動態調査 

2014年 IHEP 

全国保険医療 

機関一覧より 

総数 80,074 108,954 95,762 

病院 8,121 8,493 8,449 

診療所 71,953 100,461 87,313 

 

 

（別表 3：複数のアルゴリズムによる NDB データの入院患者の集計値） 

 患者調査集計値 

DPC を BU の今回

入院、退院日情報を

用いて集計した 

場合 

DPCの SI、CDを 

用いて集計した場

合 

病院 1,273,000 1,044,131 1,073,523 

診療所 45,800 57,062 57,546 
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（別表 4：上巻第 1 表の、患者調査と NDB データ集計値との比較） 
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（別表 5：上巻第 2－4表の、患者調査と NDBデータ集計値との比較） 
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（別表 6：上巻第 4－4表の、患者調査と NDBデータ集計値との比較） 
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（別表 7：上巻第 7－3表の、患者調査と NDBデータ集計値との比較） 
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（別表 8：上巻第 11表の、患者調査と NDBデータ集計値との比較） 
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